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萩市特定事業主行動計画 

≪次世代育成支援及び女性活躍推進≫ 

 

 

 

令和３年４月１日 

 

 

萩 市 長 

萩 市 議 会 議 長 

萩市選挙管理委員会 

萩 市 農 業 委 員 会 

萩 市 教 育 委 員 会 

萩市消防本部消防長 

萩市代表監査委員 

萩 市 公 平 委 員 会 

 

 

 

萩市特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）は、次世代育成支援対策

推進法（以下「次世代法」という。）及び女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）に基づき、萩市長、萩市議会議

長、萩市選挙管理委員会、萩市農業委員会、萩市教育委員会、萩市消防本部消

防長、萩市代表監査委員、萩市公平委員会が策定する特定事業主行動計画であ

る。 
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令和３年４月１日～令和８年３月３１日【５か年】 

１．目的                            

 

 この行動計画は、次世代法及び女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画

として、萩市職員を対象に策定するものです。 

 

 本市では、次世代法に基づいた特定事業主行動計画を策定し、職員の仕事と

生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）への取組を推進してきました。平成

２７年３月に次世代法が延長されたことに伴い、特定事業主行動計画を更新し

ましたが、同年８月の女性活躍推進法成立により、平成２８年４月に「萩市に

おける女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」も策定しました。 

 

 女性活躍推進法の趣旨である「一人ひとりの女性が、その能力と個性を十分

に発揮できる」職場環境づくりは、次世代法の趣旨である、「すべての職員が『仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）』を確保でき、「子育てしながら

働きやすい」と実感できる職場環境づくり」が前提となり、２つの法律に基づ

く取組は、両輪として一体的に進める必要があります。 

 このため、本市においては、次世代法と女性活躍推進法に基づく行動計画を

一体的に策定します。 

 

 

 

２．計画の期間                        

 

 

 

 

 

 

 次世代法は、令和７年３月３１日までの時限立法であり、また、女性活躍推

進法は、令和８年３月３１日まで時限立法ですが、本計画は、令和３年４月１

日から令和８年３月３１日までの５か年を計画期間とします。 
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３．計画の推進体制                      

 

 本市では、組織全体で継続的に計画を推進するため、各部局からの意見を聞

きながら、目標達成状況の点検や見直し等を行います。 

 

 

 

４．本市の現状                        

 

１ 管理職以上の女性割合 

R2 年度 R1 年度 H30 年度 

16.7％ 18.0％ 15.7％ 

 

２ 係長級以上の女性割合 

R2 年度 R1 年度 H30 年度 

29.6％ 30.0％ 30.0％ 

 

 ３ 職員の女性割合 

職員の区分 R2 年度 R1 年度 H30 年度 

行政職 28.8％ 28.8％ 28.4％ 

現業職 77.1％ 80.5％ 75.0％ 

医療職 66.7％ 66.0％ 65.6％ 

消防職 2.2％ 2.2％ 2.3％ 

専門職 95.2％ 96.5％ 98.8％ 

 

４ 女性の育児休業取得率 

職員の区分 R1 年度 H30 年度 H29 年度 

行政職 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

現業職 ― ― ― 

医療職 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

消防職 ― ― ― 

専門職 100.0％ 100.0％ 100.0％ 
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５ 男性の育児休業取得率 

職員の区分 R1 年度 H30 年度 H29 年度 

行政職 10.0％ 0.0％ 16.7％ 

現業職 ― ― ― 

医療職 ― 0.0％ 0.0％ 

消防職 ― ― 0.0％ 

専門職 ― ― ― 

 

 ６ 男性の配偶者出産休暇等取得率 

R1 年度 H30 年度 H29 年度 

40.0％ 35.3％ 17.6％ 

  

７ 時間外勤務の状況（職員１人あたりの 1 月の平均時間） 

職員の区分 R1 年度 H30 年度 H29 年度 

行政職 9.4 時間 9.3 時間 8.2 時間 

現業職 1.3 時間 0.7 時間 1.2 時間 

医療職 20.3 時間 20.8 時間 22.6 時間 

消防職 26.4 時間  26.3 時間  27.0 時間  

専門職 3.6 時間 4.3 時間 4.6 時間 

 

 ８ 年次有給休暇取得率 

R1 年度 H30 年度 H29 年度 

49.2％ 47.7％ 45.8％ 

 

 

 

５．計画の内容と数値目標                     

 

Ⅰ 働く場における均等な機会と待遇の確保 

 働きたい女性が、その能力を十分に発揮できる職場づくりを行うこと、また、

女性が施策や方針の立案・決定の場へ積極的に参画することは、男女共同参画

社会を実現し、女性職員の活躍を推進するうえで、極めて重要な意味を持って

います。 
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目標②：係長級以上の女性割合 ３３％ 

目標③：時間外勤務 月平均１０時間以内 

目標①：管理職以上の女性割合 ２０％ 

目標④：年次有給休暇の取得日数 年間１２日以上 

 そこで、女性職員が均等な機会を与えられ、個人の能力に応じた待遇が受け

られる環境を整え、個々の状況に応じて、個性と能力を十分に発揮し、意欲を

持って働ける職場づくりを図ります。 

 

 また、女性職員の多様な人材の活用・育成という視点から、女性が活躍する

社会の実現や、女性の働く意識及び資質向上を図るため、外部研修（自治大学

校、市町村アカデミー等）への積極的な参加を支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

 男女が共に充実した心豊かな生活を送り、女性の職業生活における活躍を推

進するためには、男性も女性も家事、育児、介護などを互いに協力しあい、家

庭生活と仕事などの社会活動を両立させることが重要となります。 

 そこで、長時間労働等を前提とした従来の働き方を見直し、家庭生活の重要

性を互いに認識し、男女が共に人生の各段階に応じた生活様式に合わせて多様

な働き方が可能となる環境づくりを図ります。 
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目標⑤：育児休業取得率 『男性３０％』『女性１００％』 

Ⅲ 育児休業を取得しやすい環境づくり 

 国や地方公共団体は、行政機関としての立場から子育て支援に取り組むのは

当然ですが、同時に事業主としての立場から、自らの職員の子どもたちの健や

かな育成についても役割を果たしていかなければなりません。 

 

 萩市においても、職員が父親として、母親として、安心して子育てができ、

子育てに伴う喜びを実感しつつ、仕事と育児の両立を図ることができるよう、

職場を挙げて支援していくことができる環境づくりを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．目標達成に向けての取組                   

 

Ⅰ 働く場における均等な機会と待遇の確保 

 女性職員に関する多様なロールモデル・キャリアパス事例等の紹介・周知を

行います。 

女性職員のキャリア意識醸成を図る研修や、女性中堅職員が女性リーダーと

しての立場を認識し、その役割に対する心構えを整えることを目的とした研修

を開催します。 

 

管理職養成や、中堅職員層における女性リーダーの養成等を目的とした外部

研修（自治大学校、市町村アカデミー等）への派遣を行います。 

 

 出産・子育てなど個々の状況に応じながら、柔軟な人事プランを作成し、多

様なポストへの積極的な人事配置を行います。 
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Ⅱ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

 毎週水曜日の「ノー残業デー」の実施を徹底するため、職員への周知を図り、

管理職員が各職員に早期退庁を勧奨します。 

萩市労働安全衛生委員会における労使間の協議により、時間外見回りパトロ

ールを実施し、早期退庁への声かけや職員の意識付けを行います。 

ノー残業デーの見回り状況や時間外勤務の状況は、定期的に開催される萩市

労働安全衛生委員会において随時報告し、取組をさらに推進します。 

 

 妊娠、出産、子育てなど職員個々の状況に応じながら、職員の業務分担の見

直しを定期的に行い、各職員の業務量の平準化を図ります。 

 人事評価制度を円滑に運用することにより、組織内のコミュニケーションの

促進や情報の共有化など、組織の活性化や組織力の向上を図り、ワークライフ

バランスの推進に資するような、良好な職場づくりを図ります。 

 

 休暇取得促進の通知を行うなど、計画的な年次有給休暇の取得を促します。 

 有給休暇取得の少ない所属に対しては、実態調査を行い、有給休暇の取得し

やすい職場環境への改善を図ります。 

 所属長は、事務分担の見直しや事務の効率化等により休暇を取得できる環境

整備を積極的に行い、職員が休暇を取りやすい雰囲気づくりを目指します。 

 

 

Ⅲ 育児休業を取得しやすい環境づくり 

 育児休業、部分休業、早出遅出勤務など各種休暇制度について、庁内ＬＡＮ

等を通じて周知を図ります。 

 所属長等に各種休暇制度の理解を深めさせ、職場内の育児に対する理解を広

げ、休業等を取得しやすい雰囲気づくりを行います。 

 

 父親・母親になることが分かったら、できるだけ早く所属長若しくは人事課

に申し出る体制を確立し、所属では事務分担における配慮を行い、時間外勤務

の縮減や休暇が取得しやすい環境づくりに努め、人事課においては、臨時職員

等の代替職員の確保を含めた人事上の配慮を行います。 

 

 育児休業中は職場から離れることから、職場復帰に対して不安になりがちで

す。所属長は、職場の現状を知らせるため、休業中の職員に最近の業務状況や

制度改正、通知等の情報提供に取り組みます。 
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萩 市 特 定 事 業 主 行 動 計 画 

令和３年４月～令和８年３月 

萩市総務部人事課 

TEL 0838-25-1239 


